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令和７年９月 

国 税 庁 

 令和５年度税制改正により、ＮＩＳＡ（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及

び譲渡所得等の非課税措置）に関して見直しが行われ、抜本的拡充・恒久化された新たな制

度（新ＮＩＳＡ）が令和６年１月１日から開始されました。 

 令和８年１月から始まる新ＮＩＳＡの基準額提供事項の提供に係る手続等について、Ｑ

＆Ａとして取りまとめましたので、参考としてください。 

 なお、基準額提供事項の提供に係る詳細な手続や総投資簿価残高情報（「特定累積投資勘

定基準額」及び「特定非課税管理勘定基準額」等）の提供時期等については、状況に応じて

変更もあり得ますのでご承知おきください。 

（注）このＱ＆Ａは令和７年９月１日現在の法令に基づいて作成しています。 
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＜凡例＞ 

このＱ＆Ａで使用する用語について解説します。 

 

【ＮＩＳＡ口座】 

  非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置を利用するた

め、一定の手続により金融商品取引業者等の営業所に開設された口座をいいます。 

【特定累積投資勘定】 

  特定非課税累積投資契約に基づき振替口座簿への記載等がされる特定累積投資上場株式等

につきその振替口座簿への記載等に関する記録を他の取引に関する記録と区分して行うため

の勘定で、一定の要件を満たすものをいいます。 

【特定非課税管理勘定】 

  特定非課税累積投資契約に基づき振替口座簿への記載等がされる上場株式等につきその振

替口座簿への記載等に関する記録を他の取引に関する記録と区分して行うための勘定で、特

定累積投資勘定と同時に設けられるものをいいます。 

【基準日】 

  令和７年以後の各年 12 月 31 日をいいます。 

【基準年】 

  基準日の属する年をいいます。 

【基準額提供事項】 

  基準日において金融商品取引業者等の営業所に開設されていた非課税口座に設けられた特

定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定に受け入れている上場株式等がある場合における、

①非課税口座を開設している居住者等の氏名、生年月日及び個人番号、②投資者整理番号、③

金融商品取引業者等の営業所の名称及び金融商品取引業者等の法人番号、④特定累積投資勘

定に受け入れている特定累積投資上場株式等の購入の代価の額に相当する金額、⑤特定非課

税管理勘定に受け入れている上場株式等の購入の対価の額に相当する金額などをいいます。 

【特定累積投資勘定基準額】 

  基準日において特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘定に受け入れている上場株式等の

購入の代価の額に相当する金額の合計額をいいます。 

【特定非課税管理勘定基準額】 

  基準日において特定非課税管理勘定に受け入れている上場株式等の購入の代価の額に相当

する金額の合計額をいいます。 

【簿価残高情報】 

  各ＮＩＳＡクラウドにおいて基準額提供事項の情報を基に算出される「特定累積投資勘定

基準額」及び「特定非課税管理勘定基準額」等をいいます。 

【総投資簿価残高情報】 

  ＮＩＳＡクラウド間で名寄せ・集計を行って算出される「特定累積投資勘定基準額」及び「特

定非課税管理勘定基準額」等をいいます。  
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【年次集計】 

  ＮＩＳＡクラウドが年の最初に行う総投資簿価残高情報の算出をいいます。 

【週次集計】 

  年次集計以降に基準額提供事項が提供された場合において、週単位でＮＩＳＡクラウドが

行う総投資簿価残高情報の算出をいいます。 

【ＮＩＳＡクラウド】 

  国税庁長官の認定を受けているクラウドサービスであって、金融商品取引業者等が基準額

提供事項の提供に利用するものをいいます。 

【受付エラー】 

  金融商品取引業者等が提供する基準額提供事項に記録されている項目について、例えば、提

出年分の誤りや必要なレコードが空欄となっている場合に、ＮＩＳＡクラウドからその基準

額提供事項を提供した金融機関に対して通知されるエラーをいいます。 

【名寄せエラー】 

  金融商品取引業者等が提供する基準額提供事項に記録されている３項目（個人番号、生年月

日、投資者整理番号）とＮＩＳＡクラウド内の投資者情報の３項目（個人番号、生年月日、投

資者整理番号）のいずれか１項目でも不一致であった場合に、ＮＩＳＡクラウドからその基準

額提供事項を提供した金融機関に対して通知されるエラーをいいます。 

【e-Tax】 

  国税電子申告・納税システムをいいます。 

【ＮＩＳＡクラウド事業者】 

 ＮＩＳＡクラウドを運営している事業者をいいます。 

【投資者整理番号】 

  ＮＩＳＡ口座を開設している投資者の整理番号をいいます。 

【投資者情報】 

  ＮＩＳＡクラウドが e-Tax から連携を受ける投資者別のＮＩＳＡ口座に関する情報（個人

番号、生年月日、投資者整理番号、投資者のＮＩＳＡ口座が開設されている最も新しい金融商

品取引業者等の法人番号等）をいいます。 

【最新のＮＩＳＡ口座がある金融商品取引業者等】 

  基準年の翌年にＮＩＳＡ口座が開設されている金融商品取引業者等をいいます。 

【法定調書】 

  所得税法等の法令の規定により税務署への提出が義務づけられている資料をいいます。 

【非課税口座年間取引報告書】 

 法定調書のうち、非課税口座内において処理された上場株式等の譲渡対価の額及び配当等

の額等を記載して税務署に提出する報告書をいいます。 

【法定調書クラウド】 

  国税庁長官の認定を受けているクラウドサービスであって、法定調書の提出に利用される

ものをいいます。
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第１章 新ＮＩＳＡ制度の概要 

〔答〕 

 新ＮＩＳＡは、18 歳以上（非課税口座を開設する年の１月１日現在）の居住者等（以

下「投資者」といいます。）が、令和６年以後に、非課税口座に係る特定累積投資勘定（つ

みたて投資枠）及び特定非課税管理勘定（成長投資枠）で取得した上場株式等について、

その配当等やその上場株式等を売却したことにより生じた譲渡益が、非課税となる制度

です。 

なお、新ＮＩＳＡでは、その年に投資できる上限額（年間投資上限額）が定められてお

り、その金額は、特定累積投資勘定で 120万円、特定非課税管理勘定で 240万円となって

います（注）。 

（注） その年の投資額が、この年間投資上限額に達していない場合であっても、非課税保有限度額

（1,800 万円（うち特定非課税管理勘定は 1,200 万円））を超えて投資することはできません。 

 

 

〔答〕 

  金融商品取引業者等は、基準日において開設されていたＮＩＳＡ口座に設けられた特

定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定に受け入れている上場株式等がある場合には、

ＮＩＳＡクラウドを利用して、基準額提供事項を、翌年１月 31日までに所轄税務署長に

提供しなければなりません。 

  基準額提供事項の提供を受けた所轄税務署長は、ＮＩＳＡクラウドを利用して、総投資

簿価残高情報を金融商品取引業者等に提供することとなります。 

  総投資簿価残高情報の提供を受けた金融商品取引業者等は、投資者に対し、総投資簿価

残高情報を通知しなければなりません。 

  新ＮＩＳＡにおける基準額提供事項の提供の具体的な手続については、別添（事務フロ

ー図）１～３を参照ください。 

 

〔問１－１〕 新ＮＩＳＡ制度の概要について教えてください。 

〔問１－２〕 新ＮＩＳＡにおける基準額提供事項の提供等の手続の概要について教え

てください。 
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〔答〕 

令和７年９月現在、国税庁の認定を受けているＮＩＳＡクラウドの事業者名などは、次

の表のとおりです。 

   

〔答〕  

  ＮＩＳＡクラウド事業者への連絡は、〔問１－３〕の表「連絡先（メールアドレス）」欄

に記載のメールアドレス宛に、「金融機関名」、「担当者名」、「電話番号等の連絡先」及び

「お問い合わせ内容」を記入してご連絡ください。 

 

〔答〕 

  新ＮＩＳＡにおいては、金融商品取引業者等は、所轄税務署長に対してＮＩＳＡクラウ

ドを利用して基準額提供事項を提供することとされています。 

このため、ＮＩＳＡクラウドを利用しない方法（書面での提出や所定の領域へデータ提

供する方法等）により、基準額提供事項を提供することはできません。 

  

〔問１－３〕 金融商品取引業者等は、基準額提供事項を提供する際に、ＮＩＳＡクラウ

ドを利用する必要がありますが、ＮＩＳＡクラウド事業者名などを教えて

ください。 

認定日 事業者名 住所 クラウドサービス名 
連絡先 

（メールアドレス） 

令和 6年 4 月 1日 
株式会社 
野村総合研究所 

東京都千代田
区大手町１－

９－２ 

e-私書箱 NISA 簿価総
額管理サービス 

ebango-nfo@nri.co.jp 

令和 6年 11月 19 日 
株式会社 

Workthy 

福岡県福岡市
中央区赤坂 1-

16-5 読売九州
ビル 5 階 

NISA クラウドサービス taxes@workthy.jp 

〔問１－４〕 ＮＩＳＡクラウド事業者へ連絡する方法を教えてください。 

〔問１－５〕 基準額提供事項について、ＮＩＳＡクラウドを利用せずに提供すること

はできますか。 
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第２章 ＮＩＳＡクラウドへの基準額提供事項の提供について 

〔答〕 

  金融商品取引業者等は、ＮＩＳＡクラウドへ基準額提供事項の提供を行う前に、所轄税

務署へ「認定電子計算機による基準額提供事項の提供の開始届出書」（注 1、2）を提出する必

要があります。 

なお、基準額提供事項の提供前には、運用テスト（〔問２－３〕参照）を実施する必要

もあることから、利用するＮＩＳＡクラウドが決まりましたら、速やかに「認定電子計算

機による基準額提供事項の提供の開始届出書」（https://www.nta.go.jp/users/gensen/nisa/pdf/0023006-139-2.pdf）

を所轄税務署に提出してください。 

  （注）１ この届出書の「総投資簿価残高情報の提供先その他参考事項」欄には、ＮＩＳＡクラウドか

ら金融商品取引業者等への「総投資簿価残高情報」の提供先を記入します。 

       ※ 記入例 

         ・株式会社〇〇が提供する「▲▲システム」の所定の領域 

         ・自社の「□□システム」の所定の領域 

         （留意事項） 

          「総投資簿価残高情報の提供先その他参考事項」欄には、金融機関が利用するクラ

ウドサービス等の名称ではなく、金融機関が総投資簿価残高情報を確認するために利

用するシステムの領域を記入します。 

     ２ この届出書は、e-Tax（イメージデータ）での提出にご協力をお願いいたします。e-Tax（イ

メージデータ）での提出の詳細については、e-Tax ホームページ「イメージデータで送信可能

な手続について」（https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki_unsupported.htm）を

参照ください。 

 

〔答〕 

 「認定電子計算機による基準額提供事項の提供の開始（変更）届出書」の右上部分に「（訂

正）」と記入した上で、「所在地」欄や「名称」欄などの所定の事項のほか「総投資簿価残

高情報の提供先その他参考事項」欄に利用するＮＩＳＡクラウドからの総投資簿価残高

情報の提供先を記入して再提出してください。 

  

〔問２－１〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供するにあたり、所轄税務署に

提出する届出書等はありますか。 

〔問２－２〕 「認定電子計算機による基準額提供事項の提供の開始（変更）届出書」の

「総投資簿価残高情報の提供先その他参考事項」欄を記入せずに提出した

場合にはどうすればよいですか。 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nisa/pdf/0023006-139-2.pdf
https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki_unsupported.htm
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〔答〕 

 「認定電子計算機による基準額提供事項の提供の開始（変更）届出書」の「所在地」欄

や「名称」欄などに所定の事項を記入し、「開始・変更・追加（届出区分）」欄の「□ 変

更手続」に✓を付した上で、「総投資簿価残高情報の提供先その他参考事項」欄に変更後

の総投資簿価残高情報の提供先を記入して提出してください。 

 

〔答〕 

  基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供する前に、ＮＩＳＡクラウドと金融商品取

引業者等が利用しているシステムとの間で、テストデータ等を用いて基準額提供事項を

ＮＩＳＡクラウドに提供するなどのテスト（以下「運用テスト」といいます。）を実施す

る必要があります。 

金融商品取引業者等は、運用テストを実施するための環境や基準額提供事項のデータ

（テスト用のデータ）などを準備する必要がありますが、運用テストの詳細については、

利用するＮＩＳＡクラウド事業者にお問い合わせください。 

 

〔答〕 

基準額提供事項のレコードと法定調書（非課税口座年間取引報告書）のレコード（注１）

は同一になりますので、基準額提供事項の提供に当たっては、非課税口座年間取引報告書

と同じレコードの内容のＣＳＶファイルを準備する必要があります。 

既に非課税口座年間取引報告書について、法定調書クラウドを利用してＣＳＶファイ

ルを提供している場合には、基準額提供事項の提供のために、新たにＣＳＶファイルを準

備する必要がないこともあるため（注２）、準備するＣＳＶファイルの詳細等については、利

用するＮＩＳＡクラウド事業者にお問い合わせください。 

  （注）１ 非課税口座年間取引報告書のレコードについては、「法定資料を光ディスク及び磁気ディス

ク に よ り 提 出 す る 場 合 の 標 準 規 格 等 の 制 定 に つ い て （ 法 令 解 釈 通 達 ）」

（https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hotei/050617/01.htm）を参照ください。 

     ２ 法定調書クラウドに非課税口座年間取引報告書のＣＳＶファイルを提供したことのみをも

って、ＮＩＳＡクラウドに基準額提供事項のＣＳＶファイルを提供したものとみなすことは

できません。 

なお、ＮＩＳＡクラウド事業者が提供するシステムでは、金融商品取引業者等が非課税口座

年間取引報告書の提供の処理を行うと、法定調書クラウドとＮＩＳＡクラウドの両方に非課

〔問２－３〕 「認定電子計算機による基準額提供事項の提供の開始（変更）届出書」の

「総投資簿価残高情報の提供先その他参考事項」欄の内容に変更があった

場合にはどうすればよいですか。 

〔問２－４〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供するために、事前に必要な準

備はありますか。 

〔問２－５〕 ＮＩＳＡクラウドに提供する基準額提供事項の内容（ファイル形式やレ

コードの内容）について具体的に教えてください。 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hotei/050617/01.htm
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税口座年間取引報告書（兼基準額提供事項）が提供される仕様となっています（ＮＩＳＡクラ

ウドを提供する事業者と同一の事業者が提供する法定調書クラウドを利用している場合に限

ります。）。 

 

〔答〕 

  基準額提供事項については、基準年の翌年１月 31日までにＮＩＳＡクラウドに提供す

る必要があります。 

 

〔答〕 

 所轄税務署から投資者整理番号が提供されていない投資者のＮＩＳＡ口座がある場合

には、所轄税務署から投資者整理番号が提供された後に、そのＮＩＳＡ口座に係る基準額

提供事項をＮＩＳＡクラウドに提供することとなります。 

 

〔答〕 

  基準日において、ＮＩＳＡ口座に設けられた特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘

定に受け入れている上場株式等がない場合、基準額提供事項がないことから、ＮＩＳＡク

ラウドへの基準額提供事項の提供手続は必要ありません。 

  なお、この場合であっても、非課税口座年間取引報告書の提供手続は必要であり、「そ

の年 12 月 31 日に受け入れている上場株式等の購入の代価の額に相当する金額」欄を空

欄にして提供することとなっていますのでご留意ください。 

 

〔答〕 

  ＮＩＳＡ口座を開設している投資者が死亡したときには、その投資者の相続人は、死亡

したことを知った日以後、遅滞なく、その投資者のＮＩＳＡ口座が開設されている全ての

金融商品取引業者等に対して、「非課税口座開設者死亡届出書」を提出しなければならな

いこととされています。ＮＩＳＡ口座を開設している投資者が死亡した場合には、ＮＩＳ

〔問２－６〕 基準額提供事項は、いつまでにＮＩＳＡクラウドに提供する必要があり

ますか。 

〔問２－７〕 年末に口座開設手続を行い、所轄税務署から投資者整理番号が提供され

ていない投資者のＮＩＳＡ口座がある場合、基準額提供事項をどのように

提供すればよいですか。 

〔問２－８〕 基準日において、ＮＩＳＡ口座に設けられた勘定に残高がない場合（簿価

が「０」の場合）であっても、ＮＩＳＡクラウドに基準額提供事項を提供す

る必要がありますか。 

〔問２－９〕 ＮＩＳＡ口座を開設していた投資者が死亡した場合、その投資者が死亡

した年の翌年に基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドに提供する必要はあり

ますか。 



 

6 

 

Ａ口座に受け入れられていた上場株式等はＮＩＳＡ口座から払い出されますので、基準

額提供事項がないこととなります。そのため、投資者が死亡した翌年はＮＩＳＡクラウド

への基準額提供事項の提供手続は必要ありません。 

 

〔答〕 

  ＮＩＳＡクラウドでは、金融商品取引業者等から提供された基準額提供事項に記録さ

れている項目について、例えば、提出年分の誤りや必要なレコードが空欄となっている場

合には、受付時に、ＮＩＳＡクラウドからその基準額提供事項を提供した金融商品取引業

者等に対して、受付エラーを通知することとなっています。 

  そのため、基準額提供事項が受付エラーとなった場合には、提出年分の誤り等を訂正し、

エラーを解消した上で、速やかに、正しい基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供して

ください。 

なお、受付エラーの内容等は、各ＮＩＳＡクラウドにより異なりますので、詳細につい

ては、利用するＮＩＳＡクラウド事業者へお問い合わせください。 

 

〔答〕 

 ＮＩＳＡクラウドでは、金融商品取引業者等から提供された基準額提供事項に記録さ

れている３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）とＮＩＳＡクラウド内の投資者

情報の３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）のいずれか１項目でも不一致があ

った場合には、ＮＩＳＡクラウドからその基準額提供事項を提供した金融商品取引業者

等に対して、名寄せエラーを通知することとなっています。 

そのため、基準額提供事項が名寄せエラーとなった場合には、エラーを解消した上で、

速やかに、正しい基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供してください（〔問３－１〕

～〔問３－４〕参照）。 

なお、名寄せエラーとなった基準額提供事項は、ＮＩＳＡクラウドにおいて総投資簿価

残高情報を算出する際の集計対象とはなりませんのでご留意ください。 

  

〔問２－10〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供したときに、受付時のチェッ

クでエラーとなるのはどのような場合ですか。 

〔問２－11〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供した後に、その基準額提供事

項が名寄せエラーとなるのはどのような場合ですか。 
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第３章 ＮＩＳＡクラウドへ提供した基準額提供事項が名寄せエラーとなった場合の対応 

〔答〕 

  ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等へ通知される名寄せエラーの内容を確認す

ることにより、個人番号、生年月日又は投資者整理番号のいずれの項目にエラーが生じて

いるかを判別できます。 

なお、名寄せエラーの内容や通知方法については、各ＮＩＳＡクラウドにより異なるた

め、利用するＮＩＳＡクラウド事業者へお問い合わせください。 

 

〔答〕 

 ＮＩＳＡクラウドから個人番号が相違している旨のエラーが通知された場合は、投資

者から提出された非課税口座開設届出書や非課税口座異動届出書などを確認し、ＮＩＳ

Ａクラウドに提供した基準額提供事項の個人番号の記録内容に誤りがないかを確認しま

す。 

 個人番号の記録内容に誤りがない場合には、投資者の金融商品取引業者等への非課税

口座異動届出書の提出漏れや、金融商品取引業者等のその届出書に係る届出事項の e-Tax

への提供漏れが考えられます。 

投資者の金融商品取引業者等への非課税口座異動届出書の提出漏れが確認された場合

には、その投資者に対してその届出書の提出を促す（注）ようお願いします。 

（注） 個人番号の変更等があった投資者の非課税口座異動届出書に提出漏れがあった場合におい

て、その投資者が複数の金融商品取引業者等にＮＩＳＡ口座を開設していることが判明した

ときは、その投資者には、ＮＩＳＡ口座を開設している全ての金融商品取引業者等に対して

非課税口座異動届出書を提出してもらう必要がありますので、こうした点についても注意喚

起をお願いします。 

 

〔答〕 

ＮＩＳＡクラウドから投資者整理番号が相違している旨のエラーが通知された場合は、

〔問３－１〕 ＮＩＳＡクラウドへ提供した基準額提供事項が名寄せエラーとなった場

合、その基準額提供事項を提供した金融商品取引業者等は、ＮＩＳＡクラ

ウドから通知されたエラーの内容からそのエラーの原因を把握することが

できますか。 

〔問３－２〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドに提供したところ、投資者の個人番

号が相違している旨のエラーが通知されました。このエラーを解消するた

めにその基準額提供事項を提供した金融商品取引業者等は何を行えばよい

ですか。 

〔問３－３〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供したところ、投資者整理番号

が相違している旨のエラーが通知されました。このエラーを解消するため

にその基準額提供事項を提供した金融商品取引業者等は何を行えばよいで

すか。 
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所轄税務署から提供を受けている投資者整理番号を確認し、ＮＩＳＡクラウドに提供し

た基準額提供事項の投資者整理番号の記録内容に誤りがないかの確認をお願いします。 

 

〔答〕 

  ＮＩＳＡクラウドから投資者の生年月日が相違している旨のエラーが通知された場合

は、投資者から提出された非課税口座開設届出書や非課税口座異動届出書などを確認し、

ＮＩＳＡクラウドに提供した基準額提供事項の生年月日の記録内容に誤りがないかの確

認をお願いします。 

 

〔答〕 

  金融商品取引業者等が基準額提供事項の提供期限である１月 31日までに提供した基準

額提供事項に係る名寄せエラーを解消できない場合であっても、基準額提供事項のＮＩ

ＳＡクラウドへの提供は必要となりますので、名寄せエラーの解消後、速やかに、ＮＩＳ

Ａクラウドへ正しい基準額提供事項を提供してください（投資者が複数の金融商品取引

業者等にＮＩＳＡ口座を開設している場合の対応については、〔問３－６〕を参照して下

さい。）。 

  なお、令和８年２月 28日までにＮＩＳＡクラウドへ提供されなかった令和７年分の基

準額提供事項については、総投資簿価残高情報を算出する際の集計対象（年次集計の対象）

とならず、ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等に対して初回で提供される総投資

簿価残高情報（令和８年３月 10日（予定））には反映されませんのでご留意ください。 

  

〔問３－４〕 基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供したところ、投資者の生年月

日が相違している旨のエラーが通知されました。このエラーを解消するた

めにその基準額提供事項を提供した金融商品取引業者等は何を行えばよい

ですか。 

〔問３－５〕 金融商品取引業者等が基準額提供事項の提供期限である１月 31 日まで

に、提供した基準額提供事項に係る名寄せエラーを解消できない場合はど

うすればよいですか。 
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〔答〕 

 投資者が複数の金融商品取引業者等にＮＩＳＡ口座を開設している場合において、ある

金融商品取引業者等が提供した基準額提供事項に名寄せエラーが生じ、基準額提供事項

の提供期限である１月 31日までに、このエラーが解消されないときは、提供した基準額

提供事項に名寄せエラーが生じなかった金融商品取引業者等は、基準額提供事項をＮＩ

ＳＡクラウドへ改めて提供する必要はありません（なお、提供した基準額提供事項を訂正

する場合は〔問４－１〕から〔問４－２〕を参照して下さい。）。 

一方で、提供した基準額提供事項に名寄せエラーが生じた金融商品取引業者等につい

ては、このエラーへの対応として、基準額提供事項のＮＩＳＡクラウドへの提供手続が必

要となりますので、名寄せエラーを解消後、速やかに、ＮＩＳＡクラウドへ正しい基準額

提供事項を提供してください。 

なお、上記の場合において、令和８年２月 28日までに令和７年分の正しい基準額提供

事項がＮＩＳＡクラウドへ提供されないときには、ＮＩＳＡクラウドは、エラーとなって

いない基準額提供事項を基に総投資簿価残高情報を算出し、最新のＮＩＳＡ口座がある

金融商品取引業者等に提供します。 

 また、この場合には、ＮＩＳＡクラウドは、この総投資簿価残高情報の提供と併せて、

総投資簿価残高情報を算出する際に集計対象とならなかった基準額提供事項に記録され

ている投資者の整理番号やその基準額提供事項が名寄せエラーとなった日などを記録し

たリストを提供します。 

 

  

〔問３－６〕 投資者が複数の金融商品取引業者等にＮＩＳＡ口座を開設している場合、

それぞれの金融商品取引業者等が基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提

供することとなりますが、ある金融商品取引業者等が提供した基準額提供

事項に名寄せエラーが生じ、基準額提供事項の提供期限である１月 31日ま

でに、このエラーが解消されないときには、金融商品取引業者等（提供した

基準額提供事項に名寄せエラーが生じなかった金融商品取引業者等）はど

うすればよいですか。 
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第４章 基準額提供事項を訂正する場合の対応 

〔答〕 

  「訂正分」の基準額提供事項のレコードと、「無効分」の基準額提供事項のレコードの

両方をＮＩＳＡクラウドに再提供してください。 

   

〔答〕 

  基準額提供事項には、変更後の個人番号を記録してＮＩＳＡクラウドに再提供してく

ださい。 

 

〔答〕 

  基準額提供事項を訂正し、ＮＩＳＡクラウドへ再提供する場合に、所轄税務署やＮＩＳ

Ａクラウドへの事前の連絡は不要です。 

  

〔問４－１〕 ＮＩＳＡクラウドへ提供した基準額提供事項の内容に誤りがありました。

当初に提供した基準額提供事項を訂正する場合、どのように訂正すればよ

いですか。 

〔問４－２〕 基準額提供事項を訂正し、ＮＩＳＡクラウドへ再提供する際に、当初に提

供した基準額提供事項の投資者の個人番号に変更が生じていることを把握

した場合には、どのようにすればよいですか。 

〔問４－３〕 基準額提供事項を訂正し、ＮＩＳＡクラウドへ再提供する場合に、所轄税

務署やＮＩＳＡクラウドへの事前の連絡は必要ですか。 



 

11 

 

第５章 ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等への総投資簿価残高情報の提供 

〔答〕 

 ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等へ提供される総投資簿価残高情報のファイ

ル形式は、ＣＳＶ形式となり、レコードの内容は、次の７項目となります。 

① 処理基準年 

② 投資者の氏名 

③ 投資者整理番号 

④ 投資者の生年月日 

⑤ 特定累積投資勘定基準額 

⑥ 特定非課税管理勘定基準額 

⑦ 金融商品取引業者等の法人番号 

 

〔答〕 

 令和８年２月 28日までに提供された令和７年分の基準額提供事項は、令和８年３月１

日から名寄せ・集計（年次集計）が開始され、その結果に基づいて、３月 10日(予定)に、

最新のＮＩＳＡ口座がある金融商品取引業者等に対して、初回の総投資簿価残高情報が

提供されます。 

また、令和８年３月 11日（予定）から令和８年９月 30日までに提供された令和７年分

の基準額提供事項については（注）、名寄せ・集計（週次集計）が行われ、その結果は、令

和８年３月 11日（予定）以降、提供される総投資簿価残高情報に反映されることとなり

ます。 

ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等に対する総投資簿価残高情報の提供方法は、

各ＮＩＳＡクラウドにより異なりますので、その詳細については、利用するＮＩＳＡクラ

ウド事業者へお問い合わせください。 

（注） 令和８年３月１日から令和８年３月 10 日（予定）の期間（年次集計が行われる期間）におい

ては、令和７年分の基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供することはできません。 

 

  

〔問５－１〕 ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等に対して提供される総投資簿

価残高情報のデータの内容（ファイル形式やレコードの内容）について教

えてください。 

〔問５－２〕 ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等に対して提供される総投資簿

価残高情報の提供時期及び提供方法について教えてください。 
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第６章 金融商品取引業者等から投資者への総投資簿価残高情報の通知 

〔答〕 

 金融商品取引業者等から投資者へ通知する総投資簿価残高情報の主な内容は、次の投

資簿価残高の情報となります。 

① 特定累積投資勘定基準額（つみたて投資枠＋成長投資枠）

② 特定非課税管理勘定基準額（成長投資枠）

また、金融商品取引業者等が行う総投資簿価残高情報の投資者への通知時期について

は、法令上、規定されていませんので、各金融商品取引業者等において任意に決めること

ができます。 

なお、総投資簿価残高情報の通知は、電子メールにより送信する方法やマイページ（本

人しか知り得ないＩＤ・パスワードを使用する方法等を通じて閲覧可能なウェブサイト）

に表示する方法等も含め、各金融商品取引業者等が定める方法により行うことができま

す。 

〔答〕 

 ＮＩＳＡクラウドから提供された総投資簿価残高情報を投資者へ通知する前に、他の

金融商品取引業者等が提供した基準額提供事項に係る名寄せエラーが解消等され、ＮＩ

ＳＡクラウドから訂正された総投資簿価残高情報が提供された場合、訂正された総投資

簿価残高情報のみを投資者に通知してください（当初提供された総投資簿価残高情報と

訂正された総投資簿価残高情報の両方を投資者に通知する必要はありません。）。 

〔問６－１〕 金融商品取引業者等から投資者へ通知する総投資簿価残高情報の内容、

通知時期及び通知方法は決まっていますか。 

〔問６－２〕 ＮＩＳＡクラウドから提供された総投資簿価残高情報を投資者へ通知す

る前に、他の金融商品取引業者等が提供した基準額提供事項に係る名寄せ

エラーが解消等され、ＮＩＳＡクラウドから訂正された総投資簿価残高情

報が提供された場合、当初提供された総投資簿価残高情報と訂正された総

投資簿価残高情報の両方を投資者へ通知する必要がありますか。 



国税庁・税務署（e-Tax）ＮＩＳＡクラウド投資者 金融商品取引業者等

A証券

① 金融商品取引業者等は、基準額提供事項を作成し、翌年１月31日までに利用しているＮＩＳＡクラウドへ提供する。

② ＮＩＳＡクラウドは、基準額提供事項の受付時にチェックを実施後、基準額提供事項の名寄せ（注）・集計を行う。

（注） 金融商品取引業者等から提供された基準額提供事項に記録されている３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）とＮＩＳＡクラウド内の投資者情

報の３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）のいずれか１項目でも不一致であった場合は名寄せエラーとなる。

③ ＮＩＳＡクラウドは、クラウド別の簿価残高情報を算出する。

④ ＮＩＳＡクラウドは、③で算出した簿価残高情報をＮＩＳＡクラウド間で名寄せ・集計を行い総投資簿価残高情報を算出（年次集

計）する。

⑤ ＮＩＳＡクラウドは、最新のＮＩＳＡ口座が開設されている金融商品取引業者等へ総投資簿価残高情報を提供する。

⑥ 金融商品取引業者等は、投資者へ総投資簿価残高情報を通知する。

B証券

Cクラウド

Dクラウド

投資者情報の提供※

基準額提供事項の作成・提供

別添（事務フロー図）１

投資者Ｘ

総投資簿価残高情報の通知

受付チェック
名寄せ・集計

簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の算出

基準額提供事項データ

総投資簿価残高情報データ

投資者情報データ

総投資簿価残高情報の提供

簿価残高情報データ

①

⑥ ⑤

③

②

②

③

④

④
投資者Ｙ

投資者Ｚ

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

受付チェック
名寄せ・集計

簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の提供総投資簿価残高情報の通知

基準額提供事項の作成・提供から総投資簿価残高情報を投資者へ通知するまでの事務フロー

⑤⑥

・
・
・

基準額提供事項の作成・提供①

e-Taxは、ＮＩＳＡ

クラウドが、名寄せ・

集計に利用するために

必要となる投資者情報

を随時提供する

※

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＢ証券
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ＮＩＳＡクラウド投資者 金融商品取引業者等

A証券

受付チェック
名寄せ・集計

B証券

Cクラウド

Dクラウド

簿価残高情報の算出

基準額提供事項の作成・提供

基準額提供事項の作成・提供

別添（事務フロー図）２

総投資簿価残高情報の通知

受付チェック
名寄せ・集計

簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の算出

基準額提供事項データ

総投資簿価残高情報データ

投資者情報データ

総投資簿価残高情報の提供

簿価残高情報データ

①

①

⑪ ⑩

⑧

②

②

⑨

名寄せエラーの内容を確認し、
基準額提供事項に記録された生
年月日、投資者整理番号に誤り
がないかを確認

受付チェック
名寄せ・集計

名寄せ時にエラー
（生年月日、投資者整理番号）

が発生

③

訂正した基準額提供事項の提供

④

⑥

投資者Ｘ

投資者Ｙ

投資者Ｚ

・
・
・

基準額提供事項の作成・提供後に、名寄せエラーが発生した場合の事務フロー

（生年月日、投資者整理番号の項目の記録内容に入力誤りがあり、エラーが発生した場合）

⑪ 総投資簿価残高情報の通知

名寄せエラーデータ
（エラー内容を通知）

名寄せエラー（生年月日、投資
者整理番号）を訂正した基準額
提供事項を作成

⑨ 総投資簿価残高情報の算出

⑦

⑧

⑩ 総投資簿価残高情報の提供

⑤

国税庁・税務署（e-Tax）

投資者情報の提供※

e-Taxは、ＮＩＳＡ

クラウドが、名寄せ・

集計に利用するために

必要となる投資者情報

を随時提供する

※

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＢ証券
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① 金融商品取引業者等は、基準額提供事項を作成し、翌年１月31日までに利用しているＮＩＳＡクラウドへ提供する。

② ＮＩＳＡクラウドは、基準額提供事項の受付時にチェックを実施後、名寄せ（注）・集計を行う。

（注） 金融商品取引業者等から提供された基準額提供事項に記録されている３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）とＮＩＳＡクラウド内の投資者情報

の３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）のいずれか１項目でも不一致であった場合は名寄せエラーとなる。

③ ＮＩＳＡクラウドは、基準額提供事項が名寄せエラーとなった場合には、金融商品取引業者等へ名寄せエラーの通知（注）をする。

（注） ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等へ通知される名寄せエラーは、個人番号、生年月日、投資者整理番号のいずれの基準額提供事項の項目にエラーが

生じているか判別できる内容となる。

④ 金融商品取引業者等は、名寄せエラーの通知内容を確認し、①のＮＩＳＡクラウドに提供した基準額提供事項の生年月日、投資者整理

番号の記録内容に誤りがないかを、投資者から提出された非課税口座開設届出書、非課税口座異動届出書、投資者整理番号が記録され

た税務署の通知などから確認をする。

⑤ 金融商品取引業者等は、生年月日、投資者整理番号の項目を訂正した基準額提供事項を作成する。

⑥ 金融商品取引業者等は、訂正した基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供する（注）。

   （注） 令和８年２月28日までにＮＩＳＡクラウドへ提供されなかった令和７年分の基準額提供事項については、総投資簿価残高情報を算出する際の集計対象（年次

集計の対象）には含まれない。

令和８年２月28日までに基準額提供事項を提供できなかった場合において、令和８年３月11日（予定）から令和８年９月30日までの間にＮＩＳＡクラウドに

訂正した基準額提供事項を提供したときには、令和８年３月11日（予定）以降に、総投資簿価残高情報を算出（週次集計）し、ＮＩＳＡクラウドから最新の金融

商品取引業者等に総投資簿価残高情報を提供する。

⑦ ＮＩＳＡクラウドは、金融商品取引業者等から提供を受けた⑥のＮＩＳＡクラウドに提供した基準額提供事項について、受付時に

チェックを実施後、名寄せ・集計を行う。

⑧ ＮＩＳＡクラウドは、クラウド別の簿価残高情報を算出する。

⑨ ＮＩＳＡクラウドは、⑧で算出したクラウド別の簿価残高情報をＮＩＳＡクラウド間で名寄せ・集計を行い、総投資簿価残高情報を算

出する。

⑩ ＮＩＳＡクラウドは、最新のＮＩＳＡ口座が開設されている金融商品取引業者等へ総投資簿価残高情報を提供する。

⑪ 金融商品取引業者等は、投資者へ総投資簿価残高情報を通知する。

別添（事務フロー図）２基準額提供事項の作成・提供後に、名寄せエラーが発生した場合の事務フロー

（生年月日、投資者整理番号の項目の記録内容に入力誤りがあり、エラーが発生した場合）
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ＮＩＳＡクラウド投資者 金融商品取引業者等

A証券

受付チェック
名寄・集計

B証券

Cクラウド

Dクラウド

簿価残高情報の算出

基準額提供事項の作成・提供

基準額提供事項の作成・提供

別添（事務フロー図）３

総投資簿価残高情報の通知

受付チェック
名寄せ・集計

簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の算出

総投資簿価残高情報の提供

①

①

⑯ ⑮

⑬

②

②

⑫

⑭

⑧

名寄せエラーの内容を確認し、
基準額提供事項に記録された
個人番号が変更されていない
か確認

受付チェック
名寄せ・集計

③

訂正した基準額提供事項の提供

④

⑪

投資者Ｘ

投資者Ｙ

投資者Ｚ

・
・
・

基準額提供事項の作成・提供後に、名寄せエラーが発生した場合の事務フロー

（投資者の個人番号に変更があった場合で、投資者から非課税口座異動届出書の提出がないとき）

⑯ 総投資簿価残高情報の通知

投資者に非課税口座異動届出
の提出を依頼

⑮総投資簿価残高情報の提供

非課税口座異動届出書の
作成・提出 投資者から提出を受けた非課税

口座異動届出書に記載された届
出事項等を作成し、e-Taxによ
り所轄税務署へ提供

（注）金融商品取引業者等に対して
e-Tax 還元データを提供

※届出事項等に記載不備がない
場合に限ります

投資者情報の更新（注）

総投資簿価残高情報の算出

⑤
⑥

⑦

⑬

⑭

名寄せエラーデータ
（エラー内容を通知）

基準額提供事項データ

総投資簿価残高情報データ

投資者情報データ

簿価残高情報データ

名寄せエラー（個人番号）を訂
正した基準額提供事項を作成

⑩

国税庁・税務署（e-Tax）

投資者情報の提供※

名寄せ時に
エラー（個人番号）が発生

e-Taxは、ＮＩＳＡ

クラウドが、名寄せ・

集計に利用するために

必要となる投資者情報

を随時提供する

※

⑨更新した投資者情報を
ＮＩＳＡクラウドへ提供

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＡ証券

最新のＮＩＳＡ口座がある
金融商品取引業者等はＢ証券
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① 金融商品取引業者等は、基準額提供事項を作成し、翌年１月31日までに利用しているＮＩＳＡクラウドへ提供する。

② ＮＩＳＡクラウドは、基準額提供事項の受付時にチェックを実施後、名寄せ（注）・集計を行う。

（注） 金融商品取引業者等から提供された基準額提供事項に記録されている３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）とＮＩＳＡクラウド内の投資者情報

の３項目（個人番号、生年月日、投資者整理番号）のいずれか１項目でも不一致であった場合は名寄せエラーとなる。

③ ＮＩＳＡクラウドは、基準額提供事項が名寄せエラーとなった場合には、金融商品取引業者等へ名寄せエラーの通知（注）をする。

（注） ＮＩＳＡクラウドから金融商品取引業者等へ通知される名寄せエラーは、個人番号、生年月日、投資者整理番号のいずれの基準額提供事項の項目にエラーが

生じているか判別できる内容となる。

④ 金融商品取引業者等は、名寄せエラーの通知内容を確認し、①のＮＩＳＡクラウドに提供した基準額提供事項の個人番号の記録内容に

誤りがないかを、投資者から提出された非課税口座開設届出書や非課税口座異動届出書などから確認をする。

※ 個人番号の記録内容に誤りがない場合には、投資者の個人番号に変更があり、金融商品取引業者等に対する非課税口座異動届出書

（以下「異動届出書」という。）の提出が漏れていることが考えられる。

⑤ 金融商品取引業者等は、④の確認結果を踏まえて（個人番号の変更が確認された場合）、投資者に異動届出書の提出（当該異動届出書

の提出に代えて行う電磁的方法による当該異動届出書に記載すべき事項の提供を含む）を依頼する。

なお、投資者が複数の金融商品取引業者等にＮＩＳＡ口座を開設している場合、異動届出書はＮＩＳＡ口座を開設している全ての金融

商品取引業者等に対して提出する必要がありますので、こうした点についても注意喚起をお願いします。

⑥ 投資者は、金融商品取引業者等に対して本人確認書類を提示等して異動届出書を提出（当該異動届出書の提出に代えて行う電磁的方法

による当該異動届出書に記載すべき事項の提供を含む）する。

⑦ 金融商品取引業者等は、投資者から提出を受けた異動届出書に記載された届出事項等を作成し、e-Taxにより所轄税務署へ提供する。

⑧ 国税庁・税務署（e-Tax）は、投資者情報（個人番号）を更新する。

⑨ 国税庁・税務署（e-Tax）は、更新した投資者情報をＮＩＳＡクラウドへ提供する。

⑩ 金融商品取引業者等は、個人番号の項目を訂正した基準額提供事項を作成する。

⑪ 金融商品取引業者等は、訂正した基準額提供事項をＮＩＳＡクラウドへ提供する（注）。

（注） 令和８年２月28日までにＮＩＳＡクラウドへ提供されなかった令和７年分の基準額提供事項については、総投資簿価残高情報を算出する際の集計対象（年次

  集計の対象）には含まれない。

令和８年２月28日までに訂正した基準額提供事項を提供できなかった場合において、令和８年３月11日（予定）から令和８年９月30日までの間にＮＩＳＡク

ラウドに訂正した基準額提供事項を提供したときには、令和８年３月11日（予定）以降に、総投資簿価残高情報を算出（週次集計）し、ＮＩＳＡクラウドから最

新の金融商品取引業者等に総投資簿価残高情報を提供する。

⑫～⑯の事務フローは、別添（事務フロー図）２の⑦～⑪と同様となります。

別添（事務フロー図）３基準額提供事項の作成・提供後に、ＮＩＳＡクラウドで名寄せエラーが発生した場合の事務フロー

（投資者の個人番号に変更があった場合で、投資者から非課税口座異動届出書の提出がないとき）
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